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令和 5年度環境配慮契約法電力専門委員会（第 1回）議事録 

  

出席委員：小川委員、髙村委員、藤野委員、松田委員、松村委員、村上委員、 

山地委員（座長）、横川委員       （五十音順、敬称略） 

 

 

１．日  時  令和 5年 9月 12日（火）15時 00分～17時 00分 

 

２．場  所  インテージ秋葉原ビル 12階会議室及びWeb会議 

 

事務局：本日はお忙しいところ、お時間をいただきまして、誠にありがとうございます。定

刻になりましたので、これより令和 5年度第 1回環境配慮契約法基本方針検討会電

力専門委員会を開催いたします。本日の専門委員会につきましては、実際の会議室

と Web 会議のハイブリッド方式で行います。Web 会議における具体的なご発言の

方法などについては、後ほどご説明いたします。本専門委員会は環境配慮契約法基

本方針検討会開催要領の規定により、原則公開となっており、動画チャンネルでWeb

会議の内容を配信しております。それでは会議に先立ちまして、環境省大臣官房環

境経済課課長の平尾よりご挨拶申し上げます。 

環境省(平尾課長)：お世話になっております。7 月に環境経済課長に着任した平尾と申しま

す。ご挨拶が遅れて、大変恐縮でございます。委員のみなさまにおかれましては、

大変お忙しい中、本年度１回目の環境配慮契約基本方針検討会の電力専門委員会に

ご参加いただき、誠にありがとうございます。カーボンニュートラルの取組、待っ

たなしということになってございます。社会全体で進めていこうとしているところ

でして、国としても統合的な取組を盛んに進めているところでございます。そうし

た中で、国等の率先行動がこれまで以上に重要になっているというふうな位置付け

が高まっているということでございまして、その実行手段の担保ということで環境

配慮契約法の役割が極めて重要であると考えています。とりわけ、その中心になる

電力契約について、温対法の実行計画等がございますけれども、連携して取組を進

めていこうということで、一昨年度から電力専門委員会を開催させていただいてい

るところでして、これまで様々ご指導いただいたことは承知しております。誠にあ

りがとうございます。昨年度も排出係数のしきい値の考え方でありますとか、再エ

ネの割合を仕様書に明記していくというようなところを整理させていただいている

ということでございますけれども、今年度につきまして、引き続きの内容もござい

ますけれども、しきい値の妥当性、引き下げの必要性、再エネ最大限の導入に向け

た取組、未実施機関への対応等々、ご議論を賜っていきたいと考えてございます。

本日を含めて 2 回を予定しているということで、大変短い中ではございますけれど
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も、本年度の見直すべき内容について本日はご議論いただいて、次回の専門委員会

でさらにその結果についてご議論いただこうと考えてございます。2050年カーボン

ニュートラルあるいは 2030 年の目標達成といったところに向けて、忌憚のないご

意見を賜りたいと考えてございます。本日はよろしくお願いいたします。 

 

事務局：（Webシステムの使い方について説明、委員紹介と委員挨拶：省略） 

 

事務局：それでは以降の議事進行を山地座長にお願いしたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

 

山地座長：進行役を務めます山地です。本年度もどうぞよろしくお願いします。燃料費が上

がって、電気料金の値上げとか、卸市場も一時非常に高くなって、新電力の一部撤

退とか、あるいは西の方の 4電力のカルテルとか、電力業界もいろいろありまして、

今年度も電力専門委員会の開催ということになりましたので、どうぞよろしくお願

いします。まず、議事に入ります前に、事務局から本日の議事予定と資料の確認を

お願いします。 

 

◇本日の議事予定 

事務局：本日の会議は、17時までの 2時間を予定しております。 

 

◇配布資料の確認 

事務局：資料につきましては、昨日 9月 11日に事前に送付をしております。 

 

配 布 資 料 

資料１  令和 5年度環境配慮契約法基本方針検討会電力専門委員会 委員名簿 

資料２  令和 5年度における電気の供給を受ける契約に係る検討事項等（案） 

資料３  令和 5年度環境配慮契約法基本方針等検討スケジュール（案） 

参考資料１ 令和 5年度環境配慮契約法基本方針検討会開催要領 

参考資料２ 令和 4 年度の電気の供給を受ける契約に関する基本方針等の改定概

要について 

 

３．議  事 

 

山地座長：それでは議事に入らせていただきます。議事次第にありますように、その他を含

めて 3 点あって、電気の供給を受ける契約に係る検討事項等について、検討スケジ

ュールについて、その他。これについて議論をいただきます。まずは、（1）の本専
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門委員会における検討事項等に対する議論が中心ということです。事務局から、参

考資料 2 の昨年度の基本方針および基本方針解説資料の改定概要について説明して

いただいて、昨年度の改定を受けて今年度の検討事項について資料 2 によって説明

いただきたいと思います。その後、みなさまのご質問、ご意見等を伺うということ

にいたします。それではまず資料の説明をお願いいたします。 

 

環境省：（資料 2、参考資料 2説明：省略） 

 

山地座長：ご説明どうもありがとうございました。それでは、今説明していただいた内容に

ついて、委員のみなさんからご質問、ご意見等をいただきたいと思います。説明し

ていただいた資料の順番に沿って進行していきたいと思いますけれども、参考資料

2 は去年の議論を振り返りですから、資料 2 になるのですが、資料 2 も 9 ページま

でのところは暫定版ということですけれども、昨年度の環境配慮契約の締結実績が

説明されました。ここについて、ご質問、ご意見等ありましたら、そこから始めた

いと思います。いかがでしょうか。 

 

小川委員：ご質問したいことがいくつかあるのですが、3ページで、令和 2年から 4年にか

けて、全体の規模が減っていっているような状況ですね。黄緑色の部分が落ちてい

っている。最終保障契約の関係でカウントされなくなっているからというご説明が

あったと思うのですが、そういう状況の中で、実施率がどうかという大局的なもの

で見ても、全体のパイが減っている中でどういう位置付けにするのかという議論に

なってしまうので、必ずしも見たいものが見られる状況にあるかどうかというとこ

ろで、少し疑問を持つんですね。例えば、前の年に未実施だったものが実施に変わ

った数がいくつ出ていて、それがどういう理由を持つとか、あるいは、前の年は実

施していたものが未実施に変わってしまって困った問題だ、とかそういうところが

しっかり見られるようなかたちで契約の実施率を押さえるようなことを、少し考え

ていった方がいいのではないかという気がいたします。その辺をどう見られるかと

いうことで、少しご説明をいただきたい。 

4ページ、5ページのところで、予定使用電力量と件数でそれぞれパーセンテージ

が低いところが出ているのですが、総務省、厚生労働省は、予定使用電力量の方が

パーセンテージが小さいということが意味していることは、比較的規模の大きいも

のが環境配慮契約を実施していないということにつながっていると思うんですね。

独立行政法人も、厚生労働省のところはそういった状況になっているので、どうい

う理由で規模の大きいものがなかなか実施できないのか、お分かりになっているこ

とがあれば、少しご説明いただきたいということです。 

それから、6 ページで、実施困難の比率がけっこう出ているのですが、実施困難
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の理由としてどんなものを挙げられているのかということが、もしお分かりになれ

ば、ご説明いただきたいということです。 

それから、7 ページで、東北電力とか北陸電力、四国電力といった地方の電力の

ところの予定使用電力量に対しての比率がけっこう大きいかたちで未実施が出てき

ている。理由として、どういったところが理由になっているかということがわかれ

ば、教えていただけないかということでございます。 

9ページまでですと、以上の点をお願いいたします。 

 

山地座長：髙村委員から手が挙がっていますので、髙村委員のご発言も受けて、事務局に対

応していただきたいと思います。髙村委員、お願いします。 

 

髙村委員：小川委員がご指摘になったところと重なるものです。データの背景、実態を、で

きれば次回に向けて明確にしていただきたいというのが、申し上げたかったところ

です。3 ページの実施率が結果的に減っている、環境配慮契約を実施した電力量も

ここ 2 年減っているという点を見て参りますと、環境配慮契約法の電力の分野の調

達制度の実効性が問われる事態だと思います。気候変動対策やエネルギーミックス

の観点からも、環境配慮契約法の電力の分野はそうした政策目標とも連結をしてい

るので、その意味でも、どうしてそうなのかという理由を明確にすること、それに

対しての対応を考えるということが、この時点で非常に重要ではないかというふう

に思います。府省庁ごとの実施状況については、この間もデータを出していただい

て、それほど大きくトレンドは変わっていないようには思いますけれども、実施状

況が進捗をしている府省庁となかなか改善が見られない府省庁があるように思いま

す。先ほど、国立大学法人、場合によっては病院などの機関がその理由ではないか

ということもありましたけれども、であるとすると、この後の未実施機関への対応

のところで申し上げたいと思いますが、少し踏み込んだ対応が、各府省庁の環境配

慮契約を進めるのに、それは各府省庁の対応なのか、それとも全体としての政策あ

るいは制度上、何か手を打つ必要があるのかということを見極める上でも実態の明

確化というのは非常に重要だと思います。小川委員のご指摘と極めて重なるところ

でございます。以上です。 

 

山地座長：ありがとうございました。事務局いかがでしょうか。 

 

環境省：ご意見賜りまして、誠にありがとうございます。資料のお示しの仕方については、

検討する余地がかなりあるかなと思っております。 

ご指摘いただいた 3 ページに関しては、予定使用電力量の推移ということでお示

ししているのですが、最終保障契約が盛り込まれていないとか、暫定版のお示しの
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仕方ということで、全容がわからないものになってしまっているところです。次回

専門委員会の中でしっかりお示しさせていただいて、検討すべき内容が見られるよ

うなかたち、場合によっては事前にお話させていただくということも含めて、考え

ていきたいと思っています。 

また、4ページ、5ページは国等の機関に関して実施状況をお示ししたものですけ

れども、総務省では件数で 80％、予定使用電力量だとそれを下回る 71.3％というこ

とで、大型の電力契約が実施できていないからこそ予定使用電力量の数字が低くな

っているように見えるもの、こちら実際の施設がどのようなものだったかというと

ころを、実績は調査させていただいておりますので、どのような施設がどのような

傾向でどうだったかというところは、しっかり確認をさせていただいて、抽出する

ような形にはなるかもしれないのですが、逆転現象が発生しているようなものにつ

いては、しっかりフォローアップができるようにしていきたいと思っております。 

髙村先生からお話があった、改善がどのようにできているかというところ、省庁

ごとに年度単位でお示ししているものなので、これまでどうだったか、今どういう

ふうに改善できたのかというところが、省庁ごとで見える化できるようなところは、

しっかり専門委員会の資料の中で工夫させていただいて、お見せしたいと考えてお

ります。 

7 ページでございますけれども、東北、北陸、四国の供給区域で予定使用電力量

が 60％台というところで、未実施のものが多くなってきている、地域別の理由とい

ったところでございますけれども、こちらについては状況を精査させていただきま

して、改めてお示ししたいと思っております。 

申し遅れましたが、6 ページの実施困難とされている理由の内訳についてござい

ますが、ご説明の中で触れさせていただいた、応札が見込めないだとか、入札参加

者が少ないというふうに思われている機関が、未実施の理由を聞くと 4 割くらい入

ってございます。新電力、安定供給が懸念されるということで未実施にされている

ということも 16％、2割くらい入っていたり、コストの面だったり、調達者の準備

不足というところでそれぞれ 10％くらいというところで、主な理由としてはそうい

った点が挙げられているところでございます。 

 

山地座長：この件は今回暫定版での報告ですので、今日のコメントも踏まえて、確定版に次

回なるかどうかはっきりしないかもしれませんけれども、次回また対応していただ

ければと思います。 

できれば予定議題の方に移りたいと思いますが、よろしいですか。11ページに今

日の 3つの検討事項が書いてあって、「効果的な環境配慮契約（裾切り方式）の運用

に向けた検討」「再エネ電力の最大限導入に向けた検討」「その他」とありますので、

この順番でいきたいと思います。まずは「効果的な環境配慮契約（裾切り方式）の
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運用に向けた検討」のところに関しまして、ご質問、ご意見等ございましたら、い

ただきたいと思います。この中には未実施機関への対応も含まれておりますので、

それも含めてご発言をお願いしたいと思います。いかがでしょうか。 

 

横川委員：1つ目のポイント、排出係数しきい値の引き下げの必要性等の検討の点でござい

ます。意見というかたちで申し上げたいと考えております。全体の方向性として、

0.250 というエネルギーミックスに整合する係数の達成を目指しながら、暫時係数

のしきい値を引き下げていくという方向性と受け止めております。一方で、15ペー

ジの参考にもございますけれども、0.250 というエネルギーミックスの野心的な数

字というのは、電気事業者だけでは達成し得ない、あらゆる施策を総動員したかた

ちで目指す目標値であり、それを見据えながら標準偏差等を踏まえて、しきい値を

変えていくというもので、将来的な目標値に近づけていくということは理解してい

ますが、電気事業者の係数がリニアに直線的に改善していくかどうかということは、

各事業者の電源投資のタイミングもありますので、必ずしもリニアに達成するよう

な状態ではないということもあると思っております。15 ページのオレンジの線、

2021年までが実績で、そこから先が目標値ということになるのですが、たまたま過

去実績が 2018 年から 2021 年は大方リニアに下がって参りました。17 ページのみ

なし小売電気事業者の調整後排出係数の推移を見ていただくと、やはり 21 年度ま

では大きく見ると下がってはきているものの、以降は係数のばらつきがございます。

原子力の稼働や再エネの導入効果がサチュレーションしてきているようなもの、あ

るいはエネルギー価格の高騰など、様々な要因が係数に与えているというものでご

ざいまして、今後もリニアに達成し得るかというというところが難しい部分だと考

えております。0.250 というのは協議会全体の目標でございまして、協議会の中で

達成していくというところで取り組んでおります。それを各社別に分けますと、ご

覧のとおり、みなし小売電気事業者のばらつきが出てきておりまして、このまま暫

定的に係数を引き下げていきますと、どこかで裾切り基準にも触れてしまうような

会社も出てきてしまうという課題もあります。それぞれの会社がそれぞれのタイミ

ングで同じゴールに向かっている中で、方向性は理解しているものの、継続的に供

給区域ごとの係数という考え方が環境配慮契約法にはございますので、見直すにあ

たっては、供給区域ごとにもう少しきめ細やかな点検というところをしていきたい

なと考えております。 

 

山地座長：裾切り値については、現行 0.6という数値を置いていて、2年に 1度くらい変更

ということで、次回以降、これを下げるか、維持するか、そこの判断が我々に求め

られているので、それを念頭にご意見いただければと思います。 

個人的に、17ページで、東電が下がっているのはクレジットを買ったのかと思う
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のですけれども、関電がこんなに上がった理由は何かございますか。もし説明があ

りましたら。 

 

横川委員：即答して細かくは答えられないのですが、2021年、2022年は化石燃料比率が実

質的に上がってしまっているというのが実態だと理解しております。2021年に比べ

て 2022 年がかなり上がっており、これはおそらく原子力との差し替えに伴う化石

燃料も含む電源の kWhが比率的に伸びたのではないかと推測しております。 

 

山地座長：他の委員の方どうでしょう。次回もありますけれども、しきい値をどう設定する

かはこの委員会で意見をまとめなければいけないのですが、何かご意見がある場合

にはお願いします。 

 

小川委員：質問と意見ということで、いくつかあります。最初に確認したいことは、令和 5

年度から 0.600 という契約のしきい値にするということで、15 ページと 17 ページ

でそのポイントが出ているのですけれども、17ページの方は 2021年度の令和 3年

度のところに 5年度から0.600だということで出ていて、15ページの方は 2022年、

令和 4年度のところに 0.600が令和 5年度からの契約しきい値だと出ているのです

けれども、契約のしきい値をこうするというのは、どこのタイミングで決まるとい

う話なのかと。要するにこの 2 つのスライドで決まった位置がずれているように見

えるのですけれども、正確なところはどこなのかを確認したいということが、1 点

目のご質問です。 

そういった意味では、2030年度まではもう 6年くらいの時間の中で、ある程度着

実に実行していかなければいけないということを考えた時には、2 年に 1 回という

ような、少しのんびりしたペースで進めていくのでいいのかどうかというあたりも

考える必要があって、ある程度毎年変えて、着実にやっていかないといけないとい

うことで進めていくというのも、ひとつの考え方としてはあるのではないかなとい

う気がいたします。 

 それから 18 ページで、裾切りの配点例ということでは、ここに出ていますよう

に、東北、東京、中部、北陸、関西、九州は配点例が共通化されて、同じものを採

用している状況だと思いますので、沖縄はなかなか難しいと思いますけれども、北

海道、中国、四国は先に進んでいるところに合わせるということがなかなか難しい

のか。もし仮に難しくてどうしても無理だというようなことであれば、少なくとも

北海道、中国、四国の 3つについて、先ほどの 6つとは違うけれども共通化して、

同じ取り扱いをするというようなことができるのであればそうして、だんだん進ん

でいく中で頑張ってもらって、先行しているところにある程度追いついていただく

ような工夫というのも考えてもらうというようなことを、少ししていった方がいい
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のではないかというのが 2点目です。 

 最後はご質問になりますけれども、21ページの実施状況のところで、2年ほど前

から、未実施機関を公表するようになっていると思うのですけれども、公表した結

果として、未実施だったところが実施に切り替えて、きちんとやるようになったと

いうところがどれくらいの数出ているのか。要するに、公表するということの効果

ですね。それがどういう結果として出ているのかというところが、もし情報として

あれば、教えていただきたいなというふうに思います。以上です。 

 

山地座長：ある程度まとめて事務局から対応していただこうかと思っておりますが、他の委

員、ご発言のご希望ございませんか。 

 

松村委員：しきい値と未実施のところです。しきい値に関しては、かつては 3 年に 1 回の

改定という発想もあり得た中で、少なくとも 2年に 1回に見直したということがあ

り、2 年に 1 回はのんびりしたペースというよりは早めたペースと私は理解してい

ます。少なくとも 2年に 1回程度見直しなので、今回見直すことはあり得るとは思

いますが、次年度ではなく、さらにその次に 0.60 を 0.52 に下げるとアナウンスし

ておいて、予見可能性を高めることのほうが重要だと思います。状況が変わったの

だからここを見直すことは当然あり得るが、私自身は、今回はそのまま据え置いて、

来年度、もちろん何か特段なことがあれば再度議論ということはあり得ると思いま

すが、今年下げることよりも次回このように着実に下げていく予定だと再度アナウ

ンスする、コミットすることの方が重要だと思います。従って、いったん 0.60に変

えたので、2年間は使う、下げるのは次回にするのが合理的な選択だと思います。 

 それから、未実施機関への対応なのですが、非常に不穏当なことを言うようです

が、何らかの罰則のようなものは考えられないのでしょうか。例えば、極端なこと

を言うと、大学なら、未実施大学に関しては科研費の応募を認めないとしたら、絶

対に直ちに対応してくれると思う。そんなことは二重の意味でできるわけがない。

そもそも科研費は環境省の管轄ではないし、仮に環境省の管轄だったとしても、実

施していないことと他のことを直接リンクさせることはある種の論理の飛躍で、と

ても困難なのはわかる。今言ったようなことはまったく実現可能性がないので無意

味だと思うのですけれども、何か対応の仕方を考えられないのでしょうか。かなり

大きな割合を占める、大学あるいは病院がちゃんとやるインセンティブが与えられ

るような何かをそろそろ具体的に考えないと、このままずるずるいってしまうこと

を懸念します。以上です。 

 

山地座長：ありがとうございます。他にはいかがですか。 
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髙村委員：まず、排出係数のしきい値の点です。松村委員がご指摘になった点と同旨ですけ

れども、元々の制度の趣旨からすると、再生可能エネルギーの導入を公的機関が需

要創出をすることで、拡大を促して誘導していく。特に、リードタイムの長いもの

も含まれることも含めて、発電事業者が開発をしていく、小売事業者が調達をして

いくために必要な見通しを必要とするということで、2030年までの階段式のしきい

値を当面設定していると思います。ですので、今日の議論は、今年しきい値を引き

下げる、通常ですと 2年に 1度ということでありますけれども、令和 6年度につい

て、もう一歩踏み込んで引き下げるかどうかという点が論点なのだと思います。こ

の点については、私自身は、先生方のご意見を伺いたいところですけれども、逆に

言うと、今決めているしきい値の引き下げの、とりわけ 2030 年までの大きな見通

しですね。排出削減目標であり、エネルギーミックスと整合性が取れたかたちで、

しかも一定のバッファを付したかたちで、議論の結果、設定をしたものだと思って

いまして、少なくともこれを将来に向けた事業者の予見性を与えるものとして尊重

しつつ議論をするということが必要だというふうに思っています。 

 2 点目ですけれども、未実施機関への対応についてです。こちらも松村委員のご

指摘に大きく共感するものですけれども、少し踏み込んだ対応を今年考えてはどう

かということです。暫定的なものであるということは了解していますけれども、小

川委員からご指摘があった、やはりより踏み込んだ原因の究明をしていただきたい

ということとつながってまいります。例えば実施困難のところで、こういう理由が

挙がっているということをご紹介いただきましたけれども、これらに対してどうい

うふうに対応するのか。それから、府省庁のところでお示しがありましたけれども、

一歩進んだ対応が必要だと思っていまして、科研費の罰則というのはすごく効くと

思うのですけれども、少なくとも取組状況について、どういう現状であって、どう

いうふうにお取り組みになるつもりなのかということを、直接担当の府省庁からお

話をしっかり伺う機会を、これは事務局ではなくて、この場でお話を伺う機会があ

ってもいいのではないかというふうに思います。おそらく担当されている府省庁の

認識が、かなりその元での法人の対応には影響を与えると思っておりまして、そう

いう意味で府省庁のお取り組みについて、しっかり聞く。あるいは府省庁の上手く

いっている例も普及していただきたいというふうに思いますけれども、いずれにし

ても一歩踏み込んだ未実施機関への対応を来年度に向けて準備してはどうかという

ふうに思います。以上です。 

 

松田委員：裾切りしきい値の引き下げの方向性に関するところなのですけれども、これまで

ご意見がありましたように、事業者にとっての予見可能性というところがかなり重

要な部分であろうとは思いますので、今回に関しては、据え置きというところを前

提にしながら、今後下げていくにあたっては、2030年に向けての数字が実現可能な
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のかといったところも踏まえて、長期的な目線で検討していくということが、基本

に立ち返るとそういった見方が必要なのかなと考えております。 

それに関連しますと、未実施機関への対応というところも含めて言いますと、各

委員からご指摘があったとおり、どういう理由で本当にできていないのか、どうや

ったらできるのかといったところも合わせて考えることによって、しきい値を考え

ていくことと同時にそれを実効性のあるものとするために、実施しているところは

もとより、実施できていないところが、どういった対策を打ったら実効性を担保で

きるのかといったようなところも合わせて検討していくということが大事なのかな

というふうに考えております。私からは以上です。 

 

藤野委員：基本的に松村委員と髙村委員のしきい値の考え方に賛同するものです。やはり政

府が率先してやるべきところであって、本来ならネットゼロを目指すと、日本はひ

ょっとしたらもっと削減しなければいけないというような、グローバルプレッシャ

ーを受ける可能性がある中で、まずしっかりとやると。 

 未実施機関なのですが、この議論はけっこう前からやっているような気がしまし

て、このしきい値を検討する時から、未実施機関をどうしようかというところは委

員からは指摘があったところで、事務局としてもしっかりと、どういうふうにやれ

ば実効あるものになるか、ご検討いただきたいと思います。以上です。 

 

山地座長：ありがとうございます。このあたりで事務局に対応していただけますか。いかが

でしょうか。 

 

環境省：ご質問があったところについて、まず答えさせていただければと思っております。 

 小川委員からお話があった、みなし小売電気事業者の調整後排出係数の推移のと

ころと、15ページに示している排出係数のしきい値の引き下げの方向でしきい値の

今後の道行、折れ線グラフの位置が一年ずれているように見えるというご指摘だっ

た思っております。見え方として実際正しいのは、15ページの 2022 年のところか

ら 0.6 となっている考え方がベースになります。17 ページでお示ししていたのは、

契約ベースで考えているものなので、値として誤りという考えではないのですけれ

ども、方針としては 0.6 というところがこれから進んでいくという示し方というこ

とで 17ページにお示したものでございます。ただ解釈としては 15ページの方がわ

かりやすく作られているので、そちらをご覧になっていただければというふうに思

っております。 

 ご意見としては、まずしきい値の対応のところです。予見可能性を含めて今後対

応していくというところだったり、3 年に 1 回見直しというところから 2 年に 1 回

に縮まったというところだったり、一方できめ細やかに丁寧に対応していただきた
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いというご意見、様々にご意見賜ったと思っております。事務局の方で、どのよう

にあるべきか、というところはこれからコミュニケーションさせていただきながら、

しっかり検討させていただきたいと思っております。 

 また、未実施機関の状況ということでございますけれども、過年度よりというこ

とで藤野先生からご指摘いただいたとおりになっていて、申し上げるところがござ

いません。しっかり理由を確認させていただいて、踏み込んだ対応、インセンティ

ブを与えるような対応というところが、ご意見の中でいただいたところだと思って

おります。府省庁の取組をしっかりヒアリング、この場にするのか、聞いた上でこ

の場に挙げさせていただくのかというところもありますけれども、やり方をしっか

りと事務局の方で考えて参りたいと思っております。 

 

山地座長：ありがとうございます。しきい値については、今回の議論を踏まえて、そんなに

時間に余裕があるわけではないですけれども、次回委員会としての対応を決めたい

と思います。 

 未実施機関への対応は、先ほど藤野委員もおっしゃったように、ずっと課題にな

っているのですけれども、小川委員が言ったように、公表としたことによってどん

な効果があったのか、わかりやすい絵があれば、作ってもらえればいいのかなとは

思いました。ペナルティというのは科研費の話は不可能だと思いますけれども、こ

ういう時はレピュテーションですよね。公表によって、ある程度レピュテーション

を意識して行動が変わるというのはあり得ると私は思いましたけれども、引き続き

議論だと思います。 

 

村上委員：Webサイトに公表されている未実施機関の実施困難な理由を見ていたのですが、

天災等で停電になった場合に早急に復旧できなければ業務に支障をきたすというよ

うなコメントがありました。これは小売電気で再エネを選んだからといって復旧が

遅くなるというようなものではないとの理解ですが、それが正しければ、間違った

認識の下に導入を進めていないところもあるということなので、そういう視点でこ

の理由をチェックしていただくというのも必要ではないかと思いました。以上です。 

 

小川委員：ひとつは確認なのですが、先ほど 15ページの方の見方で考えてくださいという

お話だったのですけれども、令和 5 年度の契約に適用のしきい値を 0.600というこ

とで令和 4 年度に決めているという理解でいいのかどうかですね。0.600 というの

は令和 5年度と 6年度の 2年間に適用されて、その次は 0.520というのが 1年前に

決まるという位置付けで考えていいかということを確認したいということです。 

 もうひとつ考える必要があるのではないかと思いますのは、平均値に対して、

2030年度のところ、標準偏差の半分程度の幅で 0.310と 0.250の関係を考えるとい



12 

うことが出ているのですけれども、それに対して 0.600 というのと、すぐ下にある

ので 0.409 で比較すると、1.5σとか、その翌年だと 1.7σくらいで、まだかなり緩

い状態で、σの幅の減り方がだんだん減っていって、厳しくなるのは 2026 年とか

2028年のところは 1に近づいて、0.6に近づいていくという状態ですので、そちら

の方がだんだん対応が厳しくなってくる。今の状態の 1.5σとか 1.7σというのは、

14ページで見ても、だいぶ緩いところでしきい値が決まっている状態で、そのしき

い値の持つ意味が先に行くほど厳しくなっていくという状態なのですけれども、そ

ういう取り扱いで本当にいいかどうか。もう少し今から厳しさ、σ幅でどれくらの

開きを考えていくあたりのところは、少し締めてもいいのではないかなという気も

したので、それだけは申し上げておきたいと思います。以上です。 

 

山地座長：ありがとうございます。事務局、ご対応できますか。 

 

環境省：ご意見、ご質問いただき、ありがとうございました。小川委員からご指摘があった、

15ページの令和 5年度の契約しきい値の考え方、お示しの仕方というのは、ご理解

のとおりでございます。令和 5 年度の契約からということで、0.600 という数字が

適用されるというご認識のとおりでありますので、その点申し上げさせていただき

ます。いただいたご意見はこれから検討させていただきまして、次回の専門委員会

に反映させていただければと思っております。 

 

山地座長：村上委員の、災害時の停電からの復旧において電力会社によって差があるのか、

という点ついてはどうですか。 

 

環境省：細かい確認はさせていただいていないところは正直あるのですけれども、ないもの

かと思っております。 

 

山地座長：誤解しているところがあれば、ちゃんと正すことも必要だというご指摘だと思う

んですね。 

 

環境省：わかりました。 

 

山地座長：他に 1番目の議題について、ご発言のご希望はありますか。よろしいですか。そ

うしますと、次に再エネの最大限導入に向けた検討につきまして、ご意見、ご質問

も含めて、ご発言いただきたいと思います。いかがでしょうか。 

 

小川委員：27ページで非化石証書の約定量の推移のところ、2023年が少し減っているよう
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なかたちでのご発言があったと思いますが、ただ下の脚注を見ると 8月の第 1回分

だけの約定についてこうだという話なので、年 4回行われるはずですから、年 4回

行われると、少なくとも FIT の数はこの 4 倍くらいは出て、2022 年度の数字を大

きく上回ったという結果になるのではないかという気がするんですね。そういった

意味で、2023 年度の非 FIT 再エネ指定なしというのがなぜ 1 回でこんなにたくさ

ん出る結果になったのかというところは疑問でありますので、何かご説明できるこ

とがあれば教えていただきたいという気がいたします。 

 25 ページの再エネ比率のところの 60％を最後目指していくというところも、着

実にここにたどり着いていくためには、どういうことを考えて、何をやったらいい

のかということをしっかり考えていただいて、どういう比率でやっていくか。毎年

比率を上げていくようなことも考えたほうがいいのかどうかとか、その辺は少し考

えてみる必要があるのではないかという気はいたします、以上です。 

 

山地座長：他にご発言のご希望があれば、ある程度まとめて事務局に対応していただこうと

思いますが、いかがですか。 

 

松田委員：少し話がそれてしまいますが、小川委員からございました、27ページの 2023年

度にかけて非 FITの証書の取引量が増えた背景として考えられるのは、供給高度化

法で、一定の販売電力量を持った小売電気事業者が非 FITの非化石証書を調達する

義務を持つというのが、2020年度から 2022年度にかけて 1回目の中間評価で評価

されて、2023年度から 1か年ごとに評価されるようなったということが背景として

あって、それで調達量が増えたというところがあるかなと思います。そういう意味

では、こういったところで調達された証書を環境配慮の側面から活用していくとい

うところもあるのかなというところで、背景としてそういうことがあるという補足

の発言でした。 

 

山地座長：ありがとうございます。小川委員のご質問の一部は松田委員からご説明いただい

たのですが、事務局から何か対応ございますか。 

 

環境省：27ページの 2023年度の棒グラフですけれども、第 1回のみの取引ということで、

説明が不足しておりました。補足いただきまして、誠にありがとうございました。 

 再エネ電力の比率に関して、100％を将来的に目指していくという話もありまし

たが、まず 2030 年の 60％というところで断続的に上げていくというところであり

ますけれども、いただいたご指摘を踏まえて、どうあるべきかというところは、省

内他部局も含めて検討させていただきたいと思ってございます。事務局からは以上

でございます。 
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山地座長：ありがとうございます。 

 

髙村委員：今年度どうするかというところはご検討いただきたいのですけれども、昨年度、

追加性等の関係もあって、水力の扱いについて議論がございました。それについて

この制度にどう反映させるかというのは、昨年度一定の整理をしたと思うのですけ

れども、その議論の中で、国の再エネの買取制度の下で、少なくともバイオマスに

関して持続可能性の基準について議論をして、ほぼ基準としては整理をされてきて

いると思います。東京都もこうした観点から、東京都の制度の中での再エネという

ものについて同様に整理をしているわけですけれども、少なくとも公的機関が調達

する再生可能エネルギー電力ですので、その電源がしっかり環境を考慮したものに

なっているかということを確認するという注意というものは、本来は調達契約を結

ぶ際に払われなければいけないことではないかというふうに思っております。24ペ

ージに「関連制度・計画等で「再エネの定義」が整理された場合には整合するよう

見直し」という文言が、これは昨年の議論から入っていると思いますけれども、今

バイオマスを例に取りましたが、国の議論が進んでいるからですね、同時に電源の

ライフサイクルの環境配慮について、しっかり組み込んだ制度にしていくというこ

とはご検討いただきたいというふうに思っております。今年度すぐ結論を出してい

ただきたいということではありませんけれども、昨年度からの検討課題として必ず

しも明確ではなかったように思いましたので、ここで発言させていただきました。

以上です。 

 

山地座長：今のご発言はご意見ということで、それを踏まえて検討ですね。 

 

村上委員：バイオマスの質と言いますか、本当に CO2削減になっているのかという視点で、

この制度の中での推奨のものから外すべきではないかというようなことを考えたこ

とを思い出しました。ライフサイクルを踏まえての電力のあり方というご発言がご

ざいましたけれども、そういう意味で思い出しましたのは、今後アンモニア混焼な

どが入ってきた時に、アンモニアの由来によって排出係数が変わってくるというよ

うなことも踏まえる必要があるのではないかなと思います。国としての NDC につ

ながる排出には、アンモニアがグレーだろうが、ブルーだろうが、グリーンだろう

が関係ないというご説明はいただいて、制度上の認識はしたのですけれども、より

グローバルに地球温暖化への影響を考えますと、そういうところもきちんと正しい

ものを扱っていくということを、ぜひ政府機関にはお願いしたいなというふうに思

いました。以上です。 
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山地座長：ありがとうございます。バイオマス発電で再エネ発電をしているケースは、たぶ

ん FIT、FIP を通しているので、そちらで持続性評価をやっているので、そちらで

クリアできるのではないかと私は思っています。 

それから村上委員からのアンモニア、水素も含めて、今後出てくるので、そこは

今後の対応が必要なところだと思いますが、足元でそれだけのボリュームが出てい

るわけではないので、我々の課題として認識しておけばいいのではないかと思いま

す。私の意見ですけれども、事務局の方、何か対応ございますか。 

 

環境省：ご意見を参考にさせていただきまして、検討させていただきたいと思います。あり

がとうございます。 

 

山地座長：他にはよろしゅうございますか。なければ 3点目のその他ですけれども、3つあ

って、沖縄電力、それから昨今の電力事情、先ほどカルテル、指名停止をいう話が

ございましたが、それと総合評価落札方式、この 3 点ですが、ご意見、ご質問等ご

ざいましたら、意思表示していただければと思います。 

 

小川委員：32ページの沖縄のところで、「継続的に検討を実施し、適切な時期にとりまとめ」

と書いてあるのですけれども、この 1 年間経過した中で、具体的にはどういう内容

を継続的に検討し、どういう内容を取り扱われて検討されたかというのをお聞きし

たいというのが 1点目です。 

 2点目は、34ページのところで、最終保障供給契約は 2022年が盛んに行われて、

2023年になって減ってきているという状態にあるのは、先ほどのこれが影響して減

っている部分もあるとおっしゃったところには、今度は減っていること自体がどう

効いてくるのかについて、どういう見方をしているかというところをお聞かせいた

だきたいということです。 

 それから 35ページが、昨今の電力事情による影響等という観点では、このページ

から何を読み取ればいいのかというのがはっきりわからなかったので、その辺の補

足の説明があればお願いしたいということです。 

 36 ページは総合評価落札方式についてご意見をいただきたいということだと思

いますけれども、それと同時に具体的なこういうかたちで考えるという提案みたい

なものを少し検討して、そちらから出していただくことも必要ではないかと思うの

ですけれども、そういう意味での検討というのを何か事務局の方として進められて

いるのかどうか。その辺を少し確認をさせていただきたいと思います。以上です。 

 

山地座長：本件についても、ある程度委員のご発言をまとめて事務局対応していただこうと

思いますが、他にはよろしゅうございますか。特にないようでしたら、小川委員の
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ご発言に対して、事務局から対応をお願いします。 

 

環境省：ご意見ありがとうございます。32 ページに沖縄電力供給区域について継続的に検

討とあり、どういうことをやってきていますかというご質問について、具体的な対

応方針というかたちではこの度お示しすることができていないところではあるので

すけれども、沖縄県や那覇市などの地元の公共団体に対する現状のヒアリングをさ

せていただいたところであります。ただ具体的な成果として、どういう手法でやっ

ていきましょうという提示の仕方をできてはいないところであります。継続検討と

いう言い方になってしまって、大変恐縮なのですけれども、進捗としてはそのよう

な状況で、検討を今後進めさせていただきたいと思っております。しかるべき時に、

沖縄の環境配慮契約の出し方というところを考えていきたいと思っています。 

 34 ページの最終保障供給契約ですが、2023 年に入ってから減ってきている傾向

があって、一方で、冒頭お話させていただいた予定使用電力量の環境配慮契約法実

施率の反映が矛盾しているのではないかというご指摘だったかと思うのですけれど

も、こちらは原因分析、状況把握については、事務局ではまだできていないところ

なので、確認をさせていただきまして、次回専門委員会の中でお答えさせていただ

ければというふうに思っております。 

 35ページは、供給区域別のみなし小売電気事業者・新電力の供給状況ということ

でお示ししたものなのですけれども、お示しした意図としましては、指名停止にな

っている中部電力、関西電力、中国電力、九州電力がありますけれども、こちらを

中心にどのような影響があったか、どういう状況だったかというところで、大手電

力会社のカルテルの問題というところで、指名停止措置に関する影響の把握という

ところで、状況を掴むために供給状況をお示ししたものでございます。 

 また、総合評価落札方式につきましてもお話いただきましたけれども、こちらか

ら提案申し上げるべきところをこのような書きぶりになってしまっておりまして、

大変申し訳ありません。出し方を検討させていただきまして、やるべきことをしっ

かり整理した上で、総合評価についても移行できるものについては、地方公共団体

の取組とか国の取組でやられているものは確認して、今後どういうふうにやってい

くかというところを、形式的なものではめ込んでいけるものかどうかというところ

は事務局の中でしっかり考えて、この委員会の中でもご意見を賜るようなかたちに

させていただければと思っております。あまり答えになっていないところが多くあ

りまして申し訳ありませんが、事務局からは以上でございます。 

 

山地座長：他にご発言のご希望はございますでしょうか。よろしいですか。次の議題は今後

のスケジュールということで、先ほど資料 2 の最後の方でも少し説明がありました

けれども、資料 3がございますので、説明をお願いします。 
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環境省：（資料 3説明：省略） 

 

山地座長：ありがとうございました。スケジュールについて、ご質問や確認事項ございます

か。 

 

藤野委員：前の議論にも関わるのですけれども、しきい値の話で、私は基本的にこのしきい

値は 2030年度まで、せっかく多数の議論を重ねてできてきたので、やっていくと。

やはり、このスケジュールを守るということを踏まえて、事務局の方は今回のスケ

ジュールを示していただいていると信じているのですけれども、未実施機関への対

応等も含めて、またはせっかくしっかりやっていただいている方はちゃんと褒めな

がら、そういうところが引っ張っていっていただけるようにしていくことも大事か

なというふうに思いますので、そういう両面もご検討されながら、大きなスケジュ

ールが守れるように個別のスケジュールもお考えいただけたらと思います。以上で

す。 

 

山地座長：ありがとうございます。他にはご発言のご希望はございますでしょうか。よろし

いですか。今のスケジュールにありましたように、10月にもう一度開催しますので、

事務局の方も今日の議論を踏まえて、資料をブラッシュアップして、またもう一度

議論する。それを踏まえて親委員会の方に電力専門委員会としての資料として取り

まとめをすることになりますので、よろしくお願いいたします。大体予定の時間で

ございますけれども、何か全体を通して、これだけ今日言っておきたいということ

があればお受けしますが、いかがでしょうか。特にご発言ご希望ないようですので、

後の議事進行を事務局にお渡しします。 

 

環境省：本日委員のみなさまにおかれましては、熱心にご議論賜りまして、誠にありがとう

ございました。本日の議論を踏まえまして、第 2 回電力専門委員会の具体的な事務

局案の検討を進めさせていただきまして、必要に応じてご相談などさせていただく

こともあろうかと思いますが、今後もどうぞよろしくお願いしたいと思っておりま

す。それでは以上を持ちまして、第 1 回環境配慮契約法基本方針検討会電力専門委

員会を終了させていただきたいと思います。誠にありがとうございました。 

 以上 


